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相模原市自転車活用推進計画(案)
【概要版】（令和２年度～令和９年度）

計画策定の趣旨と位置付け
自転車は日常生活において、身近で便利な乗り物として、通勤、通学、買い物、レジャーなど、様々な場面

で利用されています。
本市には緑区・中央区・南区の３つの行政区があります。中央区・南区は平坦地が多く、市民の身近な交通

手段として自転車が多く利用されており、緑区は山間部で起伏に富んだ地形を有し、2020年東京オリンピック
競技大会では、緑区内の道路が自転車ロードレースのコースの一部として設定されるなど、これを機に自転車
に対する市民の機運が高まり、市民が自転車を活用する機会の増加も想定されます。

一方で、市内における全交通事故件数に占める自転車事故件数の割合は、県内でも高いことなどから、平成
２９年１２月には、自転車事故に備えた自転車損害賠償保険等への加入の義務付けを規定する「相模原市安全
に安心して自転車を利用しようよ条例」(平成２９年相模原市条例第５７号。以下「自転車条例」という。) を
県内で初めて制定しました。

このようなことから、これまでに本市が取り組んできた自転車等の安全対策や放置自転車対策などについて
も、より一層推進していく必要があります。

また、自転車は、環境負荷が少なく、健康志向の高まりなどを背景に様々な場面で活用が期待されており、
平成２９年５月には、自転車の活用を総合的かつ計画的に推進することを目的とする「自転車活用推進法」(平
成２８年法律第１１３号。以下「法」という。)が施行されました。

本市においては平成２４年３月に「相模原市自転車対策基本計画」(以下「基本計画」という。)を策定し、
総合的な自転車対策を推進してきましたが、法の趣旨を踏まえ、基本計画に「自転車の活用」という観点を加
え、新たな計画として、「相模原市自転車活用推進計画」(以下「本計画」という。)を策定するものです。

これまでの主な取組と計画策定のポイント

国 自転車活用推進法

自転車活用推進計画

安全で快適な歩行者・自転車通行環境の構築
• 自転車道等の整備・拡充
• 放置防止の指導や啓発活動 等

自転車等の安全・適正利用を促進
• 交通安全教室の実施
• キャンペーンなどでの啓発活動 等

多様な駐車需要に応じた自転車等駐車場の整備・運営
• 自転車等駐車場の整備
• 施設・設備の改善実施 等

自転車利用の促進
• レンタサイクルの推進 等

平成２４年３月に策定した基本計画では、基本理念である「地域ぐるみで人に優しく安全で安心できる自
転車利用環境の実現」、「環境負荷の低減や健康づくりなど自転車を活かしたまちづくり」を目指し、次の
４つの基本目標を設定し、取組を行ってきました。
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成果指標
◆本計画で掲げている基本理念・基本目標の実現に向けて、各施策の取組による効果を的確に把握す

るため、各基本方針に対して成果指標を設定します。
（自転車道等の整備延長、放置自転車等の台数、自転車の交通事故件数、自転車損害賠償保険等へ

の加入率、市内自転車等駐車場の一日平均利用者数、国際自転車ロードレース大会の誘致数及び
入込観光客数(イベントは除く。)）

◆成果指標の基準値は、本計画策定時に把握できる最新の数値とし、目標値は、基準値から８年後の
数値とします。

推進体制
◆本計画の着実な推進を図るため、市・地域・関係機関が情報や課題等の共有化を図り、連携・協働

して施策を推進するとともに、国・県・近隣市町村とも連携を図りながら取り組みます。

国・県・近隣市町村

市民
歩行者・自転車利用者 等

地域・関係機関
自治会・地域住民・商店会・警察・
交通安全関係団体・交通事業者・
学校・PTA・スポーツ団体・
観光関係団体・健康づくり関係団体 等
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◆SDGｓは、２０１５年９月の国連サミットで採択された２０３０年までの国際目標です。持続可能
で多様性と包摂性のある社会を実現するための１７のゴールで構成されています。
本計画においては、ＳＤＧｓを踏まえ、相模原市総合計画とも整合を図りながら自転車の活用を推
進していきます。（※SDGｓ：Sustainable Development Goals）

計画の推進

持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ※)を踏まえた自転車活用の推進
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基本理念と施策体系
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１ 自転車道等の整備・拡充
① 自転車通行環境

ネットワークの
形成

２ 歩行者・自転車等通行危険箇所
への対策

３ 自転車通行空間確保の促進
４ 通学路における交通安全の推進

② 歩行者・自転車等
通行環境の改善

５ 放置自転車対策の強化③ 放置自転車の解消

９ 自転車駐車場の充実
１０ 駐車スペースの確保に向けた新たな

制度の検討

⑤ 自転車駐車場・
駐車スペースの
確保

１１ 施設・設備の改善
１２ 料金体系等の見直し
１３ 利用者サービスの充実

⑥ 自転車駐車場の
利便性・サービス
向上

１４ 管理運営体制等の充実
１５ 施設の計画的な修繕・再整備

⑦ 自転車駐車場の
防犯・安全性向上

１６ シェアサイクルの導入
１７ まちづくりと連携した自転車施策の推進
１８ 公共交通機関と自転車の相互利用の促進
１９ 自動車から公共交通や自転車への利用転換の促進
２０ 自転車活用による健康増進の普及啓発
２１ 引取り手のない自転車の活用

⑧ 自転車利活用の
推進・促進

２２ 本市の多様な地域資源を活かした特色と魅力
ある大会、イベント等の開催・誘致

⑨ サイクルスポーツの
推進

２３ サイクルツーリズムの積極的な推進⑩ サイクルツーリズム
の推進

自転車道や自転車レーン等の整備・拡充を図るとともに、危険箇所などにおける歩行者・自転
車の通行区分の明確化や放置自転車対策を強化するなど、歩行者や自転車が共に安全で安心し
て通行できる環境づくりに積極的に取り組みます。

市・地域・関係機関が連携・協働して、自転車等の交通ルールやマ
ナーの周知・啓発を進めるとともに、交通安全教育の充実に努め、
自転車等の安全・適正利用を促進します。

多様な駐車需要や地域の特性等に配慮した自転車駐車場・駐車スペースの確保に努めるとともに、
自転車駐車場の利便性・安全性の向上や更なる利用促進を図るため、施設・設備の改善や利用者
サービス及び管理運営体制の充実等に向けた取組を進めます。

自転車利用環境の向上と合わせて、自動車から公共交通や自転車への利用転換を促すと
ともに、近距離移動手段としてのみならず、健康づくりや環境への配慮など、自転車を
活かしたまちづくりを進めます。

サイクルスポーツやサイクルツーリズムを通じて、自転車に親しむきっかけづくりや市
内外からの誘客を図り、地域・経済の活性化を図ります。

６ ライフステージに応じた自転車等の
交通安全教育の推進

７ 市・地域・関係機関の連携・協働
８ 自転車の安全性の確保

④ 自転車等の交通
ルール・マナーの
周知・啓発活動の
推進

１ 安全で快適な歩行者・自転車通行環境を構築します

２ 自転車等の安全・適正利用を促進します

3 多様な駐車需要に応じた自転車駐車場の整備・運営を進めます

４ 公共交通や自転車への利用転換をはじめ、健康増進、環境負荷の低
減を推進します

５ 2020年東京オリンピック競技大会を契機とした自転車活用を
推進します

提供：「Photo Satoru KATO」

自転車損害賠償保険等への加入義務化


